
第 1号様式(第 4条) 

 

 

（あて先）                       令和  ６年 ４月 １日 

横須賀市長            〒 238-8550 

                住  所 横須賀市小川町 11番地 

            申請者 

                フリガナ  ｼﾔｸｼｮ ﾀﾛｳ 

                氏  名 市役所 太郎 

                生年月日 明治・大正・昭和・平成   40年 ２月 15日 

                性  別 男・女 

                電話番号 046-822-4000 

補 助 金 等 の 名 称 旧耐震空き家解体補助金 

補 助 事 業 等 の 名 称 旧耐震空き家解体助成事業 

補 助 対 象 工 事 費 
      

補 助 申 請 額    
   （空欄） 円 

（補助対象工事費の２分の１、上限 150,000円、1,000円未満

切捨て。） 

添 付 書 類 

□ 補助対象事業実施計画書 

□ 建物全部事項証明書又は建物の所有権を証する書類 

□ 所有者が法人の場合は法人の全部事項証明書 

□ 建物の建築年が分かる書類 

□ 対象建築物の位置図 

□ 工事着手前の現況写真 

□ 工事に関する見積書の写し 

□ 敷地所有者が申請する場合、空き家所有者又は管理者の

委任又は承諾を受けていることが確認できる書類 ※５ 

同 意 事 項 

□ 本件の助成対象要件の審査のため、横須賀市が以下の事

項について確認することに同意します。 

（１）市税の納付状況 

（２）暴力団員でないこと、法人の場合は役員等に暴力団員

がいないこと。 

（３）申請家屋の過去３年間の水道使用量 

（４）過去に申請家屋が横須賀市木造住宅耐震診断・耐震改

修等補助金交付要綱に基づく、耐震改修の補助金の交付を

受けたことがあるか。 

□ 横須賀市税務部に、申請者情報及び解体する建物の所在

地情報を提供することに同意します。 

そ    の    他 

（１）本市の区域内に住所を有する施工業者による解体工事

が対象。 

（２）解体工事は補助金交付決定通知書の受領後に行うこと。 

事 務 処 理 欄 
 

 

補助金等交付申請書 記入例 

見積書と領収書の名義と申請者は 

同一である必要があります。※１ 

（空欄） 円（税抜） 

当課でお見積書を確認の上、記入する

ため、未記入でお願いします。※２ 

※３ 

※４ 



 

※１ 申請者（建物の所有権を有する人）である親に代わり、子どもの名義で

見積書を取得されるケースがありますが、申請者と見積書、領収書の名義

は同一である必要があります。 

 

※２ 見積書に記載されている金額が全て補助対象工事費にあたるとは限りま

せん。樹木の伐採や建物内残置物撤去費等の金額を差し引いて明記しなく

てはならないため、見積書の内訳を確認し、まちなみ景観課で記入するた

め、空欄でお願いします。 

 

※３ 申請者と登記名義人が異なる場合、関係が分かる戸籍等のコピーが必要

になります。 

 

※４ 建物全部事項証明書に新築年月日等が明記されていれば、不要です。 

明記されていない場合や未登記建物の場合には、家屋の固定資産評価証

明書のご用意をお願いします。固定資産評価証明書は、市役所 1 号館 1 階

の窓口サービス課や行政センター等で取得可能です。 

 

※５ 建物所有者が申請する場合は、不要です。 


